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高精度測位社会プロジェクトの背景

世界に先駆けて高精度な測位環境を実現し、外国人・高齢者・障害者をはじめ誰もがストレスを感じること
なくオリンピック・パラリンピックを楽しむためのきめ細かなおもてなしサービスに活用

東京オリンピック・パラリンピックの成功に向けて 技術の進歩

～東京を、日本を訪れる方に世界最先端、最高級のおもてなしを～

【屋外測位】
• 2018年に準天頂衛星が４機

体制となり、高精度な測位
が可能になる

【屋内測位】

• 様々な手法により屋内測位
技術の開発が進められてお
り、共通基盤化の検討が進
められている

【電子地図】

• 地図作成技術の高度化等
により、高精度な電子地図
の作成が容易に

• 屋内3次元地図標準仕様
の検討が進められている

Ο東京オリンピック・パラリンピックが開催される2020年
には、準天頂衛星4機体制、屋内測位技術の進歩等
により、「高精度測位社会」の実現が見込まれる

準天頂衛星

写真＋レーザー測量MMS

Ο 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を
円滑に開催するとともに、その開催効果を日本全体に
広げるためにはソフト面でのきめ細かな対応が必須

【移動】

• オリンピック会場の配置は当初計画
よりも分散化。個々の会場への円滑
な移動が課題

• 東京の交通ネットワークは世界でも
例を見ないほど高密度であり、駅構
内も複雑
例）渋谷駅は鉄道4社が乗り入れ、地上・

地下を含めて8層の複雑な構造

【観光】

• ハード整備のみで世界各国の言語に
対応し、きめ細かな案内をすることは
困難

渋谷駅構内図（出典：東京メトロＨＰ）

東日本大震災時の新宿駅（出典：新宿区）

【安全・安心】

• 外国人をはじめとした東京に不慣れな
人々が円滑に避難できる環境の整備
が必要

出典：ＪＡＸＡホームページ

出典：三菱電機（株） 出典：（株）U’s Factory

出典：国土地理院資料
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高精度測位社会プロジェクト 課題
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高精度な測位環境を活用した様々なサービスが実現できる環境づくりに向けて、実証実験等
を通じ、屋内の電子地図や測位環境等の空間情報インフラの整備を推進し、民間サービスの
創出を促進する。

高精度測位社会プロジェクト

いかにこれらを
構築するか

①屋内で人（スマートフォン等）の位置を測位する環境がない。

②測位結果を表示する屋内の電子地図がない。

③測位環境や電子地図を継続的にメンテナンスしていく仕組みが必要。

Ο屋外については国土地理院による基盤地図情報をもとに
電子地図が作成され、一般に利用されている。

Ο屋内については地下街等の管理者が作成しているフロア
マップや構内図があるが、空間の全体像が分かる共通の
電子地図がない。

フロアマップ

Ο屋外ではＧＰＳによる位置情報の測位システムを利用した様々なサービス
が提供されている。2018年度から準天頂衛星が4機体制となることにより、
さらに高精度な測位が安定的に可能となることが期待されている。

Ο屋内はGPSが発信する信号が届かないため、GPSでは測位できない。
屋内で位置を測位する多種多様な技術・手法の開発が進められている。

？ ？
？ ？



高精度測位社会プロジェクト これまでの取組

○ 屋内外シームレスに高精度な測位環境を活用した様々なサービスが実現できる環境づくりに向け
て、実証実験等を通じ、屋内の電子地図や測位環境等の空間情報インフラの整備を推進するため、
平成27年度より「高精度測位社会プロジェクト」を実施。

▼ 空間情報インフラの整備
「東京駅周辺」、「新宿駅周辺」、
「成田空港」、「日産スタジアム」
の４カ所において
「屋内電子地図」、「屋内測位環境」
を整備

▼ Android、iOS端末によるナビゲーション
アプリの試作・サービス実証

- 車いす利用者等向けに段差の無い/少
ないルートを案内

- 日本語版、英語版の試作
- アプリストアで一般公開を行うとともに、

被験者に現地で実際に使用してもらい、
屋内位置情報サー
ビスの評価を実施

- 民間のアプリベンダ
ー（ナビタイム等）
に実験環境を公開
し、屋内電子地図
等の評価を実施

平成28年度のサービス実証箇所と実証アプリの画面

実証実験で設置したビーコン（例）
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競技場競技場 地下街地下街 空港空港 駅駅 オフィス
ビル
オフィス
ビル 病院病院 工場工場 物流

倉庫
物流
倉庫

商業
施設
商業
施設

利用者が不特定多数のエリア（公共・民間） 主に利用者が限定されるエリア

今後の普及展開にむけて
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○ 面的な普及拡大に向けて、複数の事業者間での情報連携も含めた協力が不可欠となる。屋内測
位環境を整備していくための、事業者にとってのメリットや、今後継続的に実施すべき事項を整理。

■協調・連携することによるメリットを見出すための取り組みを作る必要がある
・ナビゲーションから人流・混雑情報の共有・活用へ（エリア単位での取り組みの実現）

■今後継続実施すべき事項 （屋内測位活用の機運づくり・環境整備エリアの拡大）
・実証エリア（東京駅、新宿駅、成田空港、日産スタジアム）の基盤継続
・自治組織・自治体との連携の醸成
・エリア拡大に向け、公共交通機関（鉄道・空港など）と連携した推進の実施

左方向100m、地上へ
登るエレベータです

直進150m、○○駅
××改札です

右方向20m、地上
へ登る階段です

① バリアフリー情報等を電子地図上に整理
② ビーコン等により、利用者の位置を特定
③ 利用者の属性に応じてナビゲーション、
移動支援情報発信
例） 歩行障害者 ： エレベータを案内

視覚障害者 ： 音声情報
聴覚障害者 ： 文字情報

【参考：バリアフリーマップの例】
Step free guide map (TfL, London)
2012年ロンドン五輪の際、地下鉄のプ
ラットフォーム⇔列車間の「幅」、「段
差」について、3段階でアクセスし易さを
明示

屋内測位環境を活用した障害者向け移動支援情報提供の実証 関係団体等と連携し、屋内外シームレスナビゲーションをモデル実証

最寄り駅

競技会場
◎ ○ △

経路のバリアフリー

対象 対象

シームレスナビゲーションアプリ

GPSやビーコン等による測位、屋内外電子地図

実証する地図・ナビゲーションのイメージ実証する情報提供方法のイメージ

推進体制の立ち上げ ⇒ 屋内地図を整備・更新・流通させる推進体制をG空間情報センター内に立ち上げ

■ 平成29年度の取組内容



屋内測位サービスの普及展開にむけて
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施設管理者

サービス
事業者

自治体

屋内測位環境構築ガイドライン(骨子案）
（平成28年度末時点版）

１．総論
1.1 目的
1.2 適用範囲
1.3 ガイドラインの概要及び用語
1.4 ガイドラインの構成

２．屋内測位環整備指針
2.1 測位環境整備プロセス

３．地図作成手引き
3.1 関係者調整
3.2 素材収集
3.3 地図製作

４．測位機器設置手引き
4.1 測位技術一覧
4.2 各種手続き
4.3 関係者調整
4.4 測位機器設置
4.5 パブリックタグ登録手続き

・
・
・

○ 今後、民間による測位環境の整備を促すため、屋内測位環境を整備して得られた知見等を踏まえ、
ガイドラインを策定。

○ ガイドライン中では、一例として、BLEビーコンを用いた場合の測位機器設置や手続き等を例示。
○ ビーコンの最適配置など、技術的な部分に関しては、国土地理院と協力し拡充予定（H29年度）。



国土地理院「3次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な
社会実現のための技術開発」
•屋内３次元地図の標準仕様
•位置情報基盤を構成するパブリックタグ情報共有のための標準仕様

関
連
施
策

世界最先端・
最高級のおもて
なしを実現

2020年に向けたロードマップ（案）

東京駅周辺 空港、主要交通結節点（乗り換え駅）、
競技場、その他オリパラ関連施設 省庁連携による複合的な大規模実証

（多言語音声翻訳、
ロボット技術等との連携）

民間サービス創出に向けた環境づくり

屋内の電子地図を継続的
に維持・更新する体制の検討

体制の具体化検討、
立ち上げ準備

屋内測位機器設置ガイドライン
（案）の作成

実証実験等を通じた
ガイドライン（案）の補完

東京オリンピック・
パラリンピック
競技大会開催

【民間事業者主体】
•屋内地図の整備・更新・流通
サービスの開始

•民間事業者によるアプリ開発
→新たなサービス創出

平成30年度
（2018年度）

平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度）

平成27年度
（2015年度）

平成2８年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

サービスの見える化実証
※段階的に民間事業者主体に移行
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多言語対応
車いす対応 等

視覚障害者対応、
避難誘導支援 等

国交省総合政策局
•歩行空間ネットワーク
データ仕様の改訂

高
精
度
測
位
社
会
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

テストイベント、
ラグビーW杯

開催


